
 

 

宮城県監査委員告示第１７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定により平成１８年度第２四

半期に実施した普通会計に係る定期監査の結果は次のとおりです。 

 

  平成１８年１０月３１日 

 

                         宮城県監査委員 菊 地   浩 

                         宮城県監査委員 藤 原 範 典 

                         宮城県監査委員  阿 部   徹 

                         宮城県監査委員  谷地森 涼 子 

 

 

１ 監査実施機関及び監査実施年月日 

監査実施機関                               監査実施日 

○総務部 

 本庁 

  秘書課                            ８月 ８日 

  人事課                            ８月１０日 

  行政管理室・行政経営推進課（旧行政管理課）          ８月 １日 

  職員厚生課                          ８月 ８日 

  私学文書課（県政情報公開室，県立大学室を含む）        ８月１０日 

  広報課                            ８月 １日 

  財政課                            ８月 ８日 

  税務課                            ８月 ８日 

  市町村課（選挙管理委員会事務局を含む）            ８月 １日 

  管財課（財産利用推進室を含む）                ８月１０日 

  危機対策課                          ８月１０日 

  消防課                            ８月 １日 

 地方機関 

  大河原県税事務所（選挙管理委員会事務局大河原地方支局を含む） ７月２６日 

  仙台南県税事務所（選挙管理委員会事務局仙台南地方支局を含む） ７月２５日 

  仙台中央県税事務所（選挙管理委員会事務局仙台中央地方支局を含む）７月２８日 



 

 

  仙台北県税事務所（選挙管理委員会事務局仙台北地方支局を含む） ７月２７日 

  栗原県税事務所（選挙管理委員会事務局栗原地方支局を含む）   ７月２６日 

○企画部 

 本庁 

  企画総務課                          ８月 ８日 

  政策課（行政評価室を含む）                  ８月１７日 

  地域振興課                          ８月 ８日 

  総合交通対策課                        ８月１７日 

  土地対策課                          ８月１７日 

  統計課                            ８月１７日 

  情報政策課（情報産業振興室を含む）              ８月 ８日 

  情報システム課                        ８月 ８日 

○環境生活部                         

 本庁 

  環境生活総務課                        ８月２２日 

  環境政策課                          ８月 ９日 

  環境対策課（原子力安全対策室を含む）             ８月２２日 

  自然保護課                          ８月 ３日 

  食と暮らしの安全推進課                    ８月 ９日 

  資源循環推進課                        ８月 ３日 

  廃棄物対策課                         ８月 ９日 

  生活・文化課                         ８月 ９日 

  男女共同参画推進課（ＮＰＯ活動促進室を含む）         ８月 ３日 

  青少年課                           ８月 ３日 

○保健福祉部 

 本庁 

  保健福祉総務課                         ８月２２日 

  地域福祉課                          ８月 ３日 

  社会福祉課                          ８月 ３日 



 

 

  医療整備課                          ８月２２日 

  長寿社会政策課（介護保険室を含む）              ８月 １日 

  健康対策課                          ８月 ３日 

  子ども家庭課（子育て支援室を含む）              ８月 １日 

  障害福祉課                          ８月 １日 

  薬務課                            ８月 １日 

  国保医療課                          ８月 ３日 

 地方機関                                                 

仙南保健福祉事務所                                      ７月２６日 

仙台保健福祉事務所                                      ７月２８日 

栗原保健福祉事務所                                       ７月１９日 

登米保健福祉事務所                      ７月２６日 

○産業経済部 

 本庁 

  産業経済総務課（産業政策推進室を含む）            ８月２３日 

  経済産業再生戦略局                      ８月２３日 

  新産業振興課                         ８月 ２日 

  産業立地推進課                        ８月 ４日 

  経営金融課                          ８月２３日 

  団体指導検査課                        ８月 ４日 

  産業人材育成課                        ８月１８日 

  労政・雇用対策課                       ８月 ９日 

  観光課                            ８月１８日 

  国際経済課                          ８月 ９日 

  国際交流課                          ８月 ９日 

  食産業・商業振興課                      ８月２３日 

  農業振興課                          ８月２３日 

  農産園芸課                          ８月１８日 

  畜産課                            ８月２３日 



 

 

  農村基盤計画課                        ８月 ２日 

  農地整備課                          ８月 ４日 

  むらづくり推進課                       ８月 ２日 

  林業振興課                          ８月１８日 

  森林整備課                          ８月 ２日 

  漁業振興課 

（宮城海区漁業調整委員会事務局，内水面漁場管理委員会事務局を含む）  ８月２３日 

  漁港漁場整備課                        ８月 ９日 

  研究開発推進課                        ８月 ４日 

 地方機関                                                

仙台地方振興事務所                                      ７月２５日 

気仙沼地方振興事務所                                     ７月２０日 

○土木部 

 本庁 

  土木総務課                          ８月２３日 

  事業管理課                          ８月 ２日 

  用地課（収用委員会事務局を含む）               ８月 ４日 

  道路課                            ８月 ４日 

  河川課                            ８月１０日 

  防災砂防課                          ８月１０日 

  港湾課                            ８月 ４日 

  空港対策課                          ８月 ２日 

  臨空地域整備推進課                      ８月 ４日 

  都市計画課                          ８月２３日 

  下水道課                           ８月１０日 

  建築宅地課                          ８月１０日 

  住宅課（住宅産業振興室を含む）                ８月 ２日 

  営繕課（設備室を含む）                    ８月 ２日 

 地方機関 



 

 

    仙台土木事務所                                             ７月２７日 

  栗原土木事務所                                            ７月１９日 

  気仙沼土木事務所                                         ７月２７日 

  中南部下水道事務所                                    ７月２４日 

○出納局 

 本庁 

  会計課                            ８月２２日 

  契約課                            ８月２２日 

  検査課                            ８月２２日 

○議会事務局                           ８月２８日 

○教育庁 

 本庁 

  総務課（教育企画室を含む）                  ８月２２日 

  福利課                            ８月１８日 

  教職員課                           ８月１７日 

  義務教育課（障害児教育室を含む）               ８月１８日 

  高校教育課                          ８月１８日 

  施設整備課                          ８月１８日 

  スポーツ健康課                        ８月１７日 

  生涯学習課                          ８月１７日 

  文化財保護課                         ８月１７日 

 地方機関                             

養護学校小牛田高等学園                    ７月２４日 

○警察本部                          ９月４日～５日 

 地方機関                             

古川警察署                                              ７月２０日 

若柳警察署                                                ７月１９日 

佐沼警察署                                               ７月１９日 

築館警察署                                              ７月２０日 



 

 

○人事委員会事務局                        ８月２９日 

○監査委員事務局                         ８月２９日 

○労働委員会事務局                        ８月２８日 

 

２ 監査結果 

平成１７年度の財務に関する事務の執行の事実が地方自治法第２条第１４項及び第１５項

の規定の趣旨に沿って行われているかについて，特に意を用いて行いました。 

その結果，公表すべき指摘事項は下記のとおりであり，その他の軽易な事項については関

係機関に注意をしました。 

なお，宮城県警察の監査については，犯罪捜査報償費の執行状況を重点として実施しまし

た。 

 その結果は別紙のとおりです。 

記 

（１）税務課 

県税において，収入未済があったので，県税事務所の収納促進と適切な債権管理を図ら

れたい。 

   （内容） 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分 ２，３８１，７１９，１４６円 

     過年度分 ４，９９７，４３０，９４９円 

      合  計 ７，３７９，１５０，０９５円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分 ２，１０３，２６１，９２１円 

     過年度分 ５，１７５，６３２，００８円 

       合  計 ７，２７８，８９３，９２９円 

（２）大河原県税事務所 

  県税において，納税催告や財産差押の実施，管内各市町と県税事務所で組織する仙南地

方税務連絡会議を設立し，市町と連携した滞納整理の強化を図るなど収入未済を解消する

努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の

確保に努められたい。  

   （内容） 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   １３０，４３９，６６９円 

     過年度分   ３５７，１３４，０５６円 

      合  計   ４８７，５７３，７２５円 



 

 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分   １２４，４５２，０７２円 

     過年度分   ３４７，３２１，００９円 

       合  計   ４７１，７７３，０８１円 

（３）仙台南県税事務所 

   県税において，納税催告や財産差押の実施，事務所独自の自動車税納期内納付推進啓発

活動を実施するなど収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

   （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分   ２４４，４２５，３４４円 

過年度分   ５０１，８５０，６７１円 

合  計   ７４６，２７６，０１５円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分   ２０９，９２６，７５４円 

過年度分   ５１４，２１５，５８８円 

合  計   ７２４，１４２，３４２円 

（４）仙台中央県税事務所 

  県税において，納税催告や財産差押の実施，滞納整理進行管理会議を定期的に開催する

など収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適切な

徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

   （内容） 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ６３４，８６４，４２０円 

     過年度分 １，６６５，２１６，５３６円 

      合  計 ２，３００，０８０，９５６円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分   ７９８，２５４，８８５円 

     過年度分 １，５２０，０４９，５２５円 

       合  計 ２，３１８，３０４，４１０円 

（５）仙台北県税事務所 

  県税において，納税催告や財産差押の実施，タイヤロックにより運行停止する旨を記載

した差押文書を発付するなど収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があ

ったので，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

   （内容） 

・平成１７年度収入未済額 



 

 

現年度分   ７９７，５４５，４５７円 

過年度分   ９０５，５４０，８５３円 

合  計 １，７０３，０８６，３１０円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分   ３５３，６６０，６９６円 

過年度分 １，０６１，３３２，３１６円 

合  計 １，４１４，９９３，０１２円 

（６）栗原県税事務所 

  県税において，納税催告や財産差押の実施，滞納事案検討会を毎月開催するなど収入未

済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適切な徴収対策を

講じ，税収の確保に努められたい。 

  （内容）  

・平成１７年度収入未済額 

現年度分    ３５，７３２，３０９円 

過年度分   １１０，２３１，６６３円  

合  計   １４５，９６３，９７２円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分    ５０，１２６，０３７円 

過年度分   １０２，７２８，９２０円 

合  計   １５２，８５４，９５７円 

（７）環境対策課 

   委託契約において，契約業務の不履行及び履行確認の遺漏が認められたので，今後再発

しないよう対策を講じられたい。 

   （内容） 

定期点検を受託した事業者の社内連絡の不備及び委託者の履行確認の遺漏により，業

務が履行されなかったもの。 

    なお，受託事業者は平成１８年４月１８日に自費で点検業務を行っている。 

・委託業務名 国設箟岳大気環境測定所非メタン炭化水素計定期点検業務（６ヶ月点

検，１年点検） 

    ・委託金額  ３０４，５００円（契約不履行の為支払いせず） 

    ・委託期間  平成１７年４月５日～平成１８年３月３１日 

（８）資源循環推進課 

   補助金において，不正受給が認められたので，今後再発しないよう対策を講じられたい。 

   （内容） 

    平成１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金について，補助事業者から提出され

た実績報告書では，研究及び支払事実の確認ができないため，補助対象事業の契約相手



 

 

方に対し事実確認を行ったところ，補助事業者が架空の証拠書類を作成するなど，平成

１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金を不正受給していたことが判明したもの。 

    ・補助事業名 平成１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金 

    ・補助事業者 株式会社プラトン 

    ・補助金額  １０，０００，０００円 

（９）廃棄物対策課 

  特別納付金（村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）におい

て，債務者に対して納付命令書及び督促状の送付を行っても，債務者が行方不明のため返

戻されるという状況にあるものの，引き続き，適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分  ４４，７１９，９４３円 

過年度分  ３８，２４９，１５６円 

合  計  ８２，９６９，０９９円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分  ３４，１６２，３４９円 

過年度分   ４，０８６，８０７円 

合  計  ３８，２４９，１５６円 

（１０）子ども家庭課 

児童扶養手当給付費返還金において，文書による督促や家庭訪問を実施するなど収入未

済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な

債権管理を図られたい。 

   （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ７，１２７，９６０円 

     過年度分  ７０，１４４，３４２円 

      合  計  ７７，２７２，３０２円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分   １，４８７，７７０円 

     過年度分  ６９，６２５，５１０円 

合  計  ７１，１１３，２８０円 

（１１）仙台保健福祉事務所 

  未熟児養育費，過誤払返納金，生活保護扶助費返還金及び母子寡婦福祉資金貸付金償還 

金において，電話による督促や家庭訪問を実施するなど収入未済を解消する努力がみられ 

るが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 



 

 

○未熟児養育費 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １１８，８７５円 

      過年度分     １４７，２８８円 

       合  計     ２６６，１６３円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分      ５０，７６０円 

      過年度分     １２６，１３６円 

      合  計     １７６，８９６円 

○過誤払返納金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １７４，０５０円 

      過年度分     ３８９，９３８円 

       合  計     ５６３，９８８円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分     ３８９，９３８円 

      過年度分           ０円 

      合  計     ３８９，９３８円 

○生活保護扶助費返還金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １７４，５５２円 

      過年度分   ６，１７６，７６０円 

       合  計   ６，３５１，３１２円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   ５，０１２，８１６円 

      過年度分   １，２１８，９４４円 

合  計   ６，２３１，７６０円 

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   ５，１１３，２６２円 

      過年度分  １４，３２０，６４５円 

       合  計  １９，４３３，９０７円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   ４，０２６，８３２円 

      過年度分  １１，７６９，９５８円    

      合  計  １５，７９６，７９０円 



 

 

（１２）経営金融課 

中小企業高度化資金貸付金償還金及び林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，

債権整理強化期間の設定や担保物件の競売等を実施するなど，収入未済を解消する努力が

みられるが，なお収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

○中小企業高度化資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   １１，５１０，７５２円 

      過年度分   ５０，８０６，１４２円 

       合  計   ６２，３１６，８９４円 

  ・平成１６年度収入未済額 

   現年度分   １０，０５５，４５０円 

      過年度分  １１９，４３６，６９２円 

合  計  １２９，４９２，１４２円 

○林業・木材産業改善資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

   現年度分    １，３１８，０００円 

      過年度分    ７，０２８，０００円 

       合  計    ８，３４６，０００円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分      ６７０，０００円 

      過年度分   １２，４６３，０００円   

合  計   １３，１３３，０００円 

（１３）産業人材育成課 

   補助金において，不正受給が認められ，平成１７年度分が返還されたものの，なお，過

年度分が未収となっていることから，早急な返還を求めるとともに，今後再発しないよう

対策を講じられたい。 

  （内容） 

認定職業訓練事業費補助金について，補助事業者から提出された実績報告書では，事業 

が交付決定どおり実施されたことが確認できなかったため現地調査を実施したところ，実

績報告の一部の事業は架空の事業であり，認定職業訓練事業費補助金及び認定訓練派遣等

給付金を不正受給していたことが判明したもの。 

 ・補助事業名 ①認定職業訓練事業費補助金 

          ②認定訓練派遣等給付金 

   ・補助事業者 職業訓練法人登米市技能者訓練協会 

   ・返還対象額 ①１９，０７２，０００円（平成１３～１７年度） 



 

 

          （内平成１７年度分３，６７４，０００円は返還済み） 

② ５，３２５，５７０円（平成１２～１３年度） 

（１４）漁業振興課 

   過年度の資金前渡金について，精算未了が認められたので，今後再発しないよう対策を

講じられたい。 

  （内容） 

平成７年度の資金前渡金が精算未了のまま通帳に残っていたもの。金融機関からの連絡

により発覚し，精算未了の原因を調査したものの，当時の書類等が廃棄されているため原

因は不明である。 

   当該通帳は課内の手提げ金庫に保管されていたにも係わらず，金融機関から連絡を受け

るまで，必要としない当該通帳の残高確認及び解約を行わず，精算未了のまま長期間放置

されていたもの。 

・資金前渡年月 平成７年１２月 

  ・返還年月日  平成１８年３月３０日 

  ・資金前渡金額 ８４，９６０円 

  ・返還金額   ８５，３００円（預金利子３４０円を含む） 

（１５）都市計画課 

  土地区画整理組合貸付金償還金において，組合の保留地処分が進まない状況にあるもの

の，収入未済額が増加しているので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

（内容） 

・平成１７年度収入未済額 

    現年度分   １２５，０００，０００円 

    過年度分   ４７０，０００，０００円 

     合  計   ５９５，０００，０００円 

  ・平成１６年度収入未済額 

    現年度分             ０円 

    過年度分   ４７０，０００，０００円 

合  計   ４７０，０００，０００円 

（１６）住宅課 

   県営住宅使用料，特定公共賃貸住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，催告に

応じない入居者に対して明渡し訴訟を提起するなど，収入未済を解消する努力がみられる

が，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

  （内容） 

○県営住宅使用料 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分  ６２，６１９，７００円 



 

 

     過年度分 １３８，２７２，４５８円 

      合  計 ２００，８９２，１５８円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分  ７９，９６１，１６５円 

     過年度分 １３３，７５６，８６９円    

     合  計 ２１３，７１８，０３４円 

○特定公共賃貸住宅使用料 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分           ０円 

     過年度分     ７５１，２００円 

      合  計     ７５１，２００円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分     ２２６，７００円 

     過年度分     ６９３，０００円    

     合  計     ９１９，７００円 

○県営住宅駐車場使用料 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ４，９４２，９５６円 

     過年度分   ５，０４７，８８５円 

      合  計   ９，９９０，８４１円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分   ６，３７０，７００円 

     過年度分   ４，４０２，１８５円    

     合  計  １０，７７２，８８５円 

（１７）仙台土木事務所，土木総務課，道路課 

   工事請負費において，不適切な事務処理による多額の過誤払いが認められたので，再発

防止を図るとともに，過誤払い金の早急な返還に努められたい。 

（内容） 

支出，支出負担行為及び予算執行とのチェックが可能な工事管理システムへのデータ入

力処理を行わず，且つ，同一の請求書を２枚受け取っていたことにより，適切な事務処理

が行われず，二重払いが発生したもの。 

また，二重払いが発覚した後も，他の支払いにおける二重払いの確認を怠り，過誤払の

解消を図れなかったもの。 

・二重払い件数             ２件 

  ・二重払い額     ７８，８１２，０００円 

  ・返還済額      ７５，５１５，４１２円 



 

 

  ・返還未了額      ３，２９６，５８８円 

 


